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イ 条例の内容について 

知事は当事者目線の条例制定を進めようとしていますが、そうであるならば、理念や責務、役割

等について規定するだけでなく、さまざまな場面での権利侵害や障がい者への差別に対応する内容

にする必要があると思います。 

今回の条例では、 合理的配慮の指針について条文化すること、権利侵害が起こった際の具体的

な相談体制や救済制度を創設すること、障がい者施策を進める上での財政措置の充実について盛り

込む必要があると思いますが、知事の見解を伺います。 

【黒岩知事】 

 

 

 

 

（２）地域でのサービス提供体制の充実について 

昨年 12 月のわが会派の代表質問でもグループホームの支援の強化を求めましたが、知事は、市

町村に県単補助の活用を促していくとの答弁でした。また、2017年 9月の代表質問では、地域移行

の推進を求めた際、障害福祉計画に位置付け着実に実行すると述べました。しかし、5 年たちまし

たが、現実は計画通りに地域移行が進んでいないと思います。 

障がい者のサービス等利用計画を作

成する相談支援員は、介護保険でいうと

ころのケアマネジャーに相当します。そ

の相談支援センターの運営が厳しいた

め、サービス等利用 十画を相談支援員

ではなく、自ら作成しているセルフプラ

ンが非常に多くなっています。 

横浜市では 45.8％、川崎市では

54.2％、横須賀市では 36.8％、県全体で

は 40.3％がセルフプランという実態で

す。このような状況を見ても、あまりにも人材が不足していて、十分に地域でのサービスを提供で

きるような状況ではありません。 

施設からの地域移行も大切ですが、同時に、今地域に暮らしている方が、地域で暮らし続けられ

るように県が支援していくことも重要です。 

少なくても地域移行の促進を謳うのであれば、地域のサービス提供体制を充実するために県とし

て市町村に対して十分な財政支援と人材の確保策を示す必要があると思いますが、知事の見解を伺

います。 

【黒岩知事】 

 

 

 

 

（３）県と県立施設の役割について 

当事者目線の障がい福祉に係る将来展望検討委員会の第 8回検討資料の中には、県が担うべき業

務の見直しという項目で、「県本庁部局は企画立案業務にシフトし、政策実施業務はできる限りノ

ウハウのある民間機関・団体に切り出すこととする」という見直しの論点が提示されました。 

これは、県と県立施設の役割の後退だと、厳しく指摘せざるを得ません。とりわけ、企画立案業

務にシフトといいますが、現場を経験していない人が的確な企画立案ができるとは思えません。 


